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Abstract.   This study is dcvcloping a comparativc assessmcnt

mcthod from a lifc cyclc pcrspectivc bascd on a casc study of

brominated iamc rctardant (HBCD) and itS potcntial

altcrnativcs.Environmcntal clnissions iroln products containing

HBCD and its potcntial alternativc flame retardant chclllicals

havc bccn cstiinatcd bascd on material ■ow analysis and then

consumcr cxposurc was calculated by using a multilncdia fatc

modcl. Bascd on thc lifc cycle rcsults of othcr impact factor

such as C02 CIIrlission and altcrnative cost 、vith the abovc

ChCFlliCal risk,  thc  cnvironmental  ilnpacts  of thc thrcc

altcrnative  sccnarios (chelniCal  substitution  and product

substitution)wcrC COmparcd with continuous HBCD usc

sccnario.  Our  rcsults  suggest  thc  following:  chclnical

substitution、 vould not bc the best for lllinilnization of the fl111

risk,frollll thc aspcct of the impact of flamc rctardant and C02

elllissions., and therefore it is important to considcr tradc― offs

of diffcrcnt risks ovcr a life― cyclc of a product containing

chemicals for the selcction of safcr altcrnativcs.

Key lWords: altcrnativc asscssmcnt,lifc‐ cyclc,tradc― o範 bominatcd

flamc rctardants

1 はじめに
現在使用中の化学物質について毒性が指摘され

た場合、しばしば予防的に代替化合物や代替製品
への移行が起こるc しかしその際、事前に代替に

よってリスクが低減するか否かが評価されること

は稀であるc有害性情報の少ない物質への代替が、

全体としてのリスクの増大や、リスク・ トレー ド

オフの発生へ繋がることが懸念されるため、これ
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らを留意した化学物質のリスク削減対策・リスク

管理が重要となっている
1ヽ

このような背景のもと本研究では、環境 リスク

の最小化のために、代替案 (代替物質/プロセス)
を対象としたライフサイクル (製造～輸送～使用

～廃棄・リサイクル)を通じた総リスク比較を目
指している。特に、臭素系難燃斉Jヘキサブロモシ

クロドデカン (HBCD)を 例として、環境排出量
と曝露量の把握に基づくリスク削減すべきライフ

ステージの抽出 (全ライフサイクルリスク評価 )

と、代替案間の総リスク比較に基づいた最適案の

選択する手法(代替リスク評価)の検討をおこなっ

ている。本稿では、現在までに整理された情報や

考え方を述べる。

2.研究方法
21ライフサイクルを通じた環境排出量評価手法
現在、化学物質のツト出量をライフサイクル全体で

推計する手法のひとつとして、マテリアルフロー

(サブスタンスフロー)解析が提案されている。
この手法はライフサイクル全体を体系的にとらえ

ることにより、ライフステージごとの潜在リスク

の把握など一連の繋がりをもつた問題群を漏れな

く記述できる利点がある。研究例はまだ少ないも

のの、近年、臭素系難燃剤のデカブロモジフェニ

ルエーテル のやヘキサブロモシクロ ドデカン

(HBCD)りについて実施され、手法としての有効
性が検討されている。一方で、代替物質への切り

替えを考慮した際には、解析に必要なデータの欠

如や整備不足などに直面し、現状課題も多い。本

研究で対象とした HBCDで は、1)代替候補物質
の選択、2)代替物質の導入に伴 うフローの変化

(使用量、切 り替え時期 )、 3)代替物質の排出係数
に関する情報整備が新たに必要となった。そこで

その課題を解決するためにおこなった方法を下記

に記す。

(1)特許出願探索システムによる候補物質の抽出

HBCDは高分子有機材料の難燃化を目的として、
火災予防対策が必要な製品に添加・含有されてお

り、優れた難燃性を有 している。我が国では、

HBCDは国内需要量の約 80%が樹脂用途として
押出発泡ポリスチレン(XPS;Extrudcd PolysけrcnC)

や ビーズ法発泡ポ リスチ レン(EPS;Expanded
Polys,Tcnc)に 、約 20%が繊維用として、カーテン

やカーシー トに使われている。そこで、本研究で

は XPS、 EPS、 カーテン、カーシー トの 4用途を

対象として、HBCDの代替候補物質を検索した i
HBCDの代替候補物質は、特許出願検索を用いて
おこない、HBCDの規制が議論されはじめた年代
を中心に製造企業の特許を調べたところ 138物質

(樹脂用 62物質、繊維用 76物質)が抽出された。

つぎに関連企業へのヒアリングによつて現在使用

されている、もしくは使用予定の約 12物質が候補

物質として絞りこまれた。本研究ではこの中から

4用途別に計 5物質をHBCDのモデル代替化合物
として選定した。主として、樹脂用途では臭素系

難燃斉Jが、繊維用途ではリン系難燃斉Jと 臭素系難

燃剤が候補であった。

(2)代替移行シナリオの構築

HBCDが使用禁止となり、HBCDを使用する 4
用途において、代替化がおこなわれるケースを仮

定した。はじめに、代替シナリオの共通の前提条

件として、製品中に含まれるHBCDと代替物質の
難燃性は同等であると仮定した。関連業界へのヒ

アリングにより、用途の変化、切り替え時期、使

用量の増減を定量的に調査した。HBCDと 比較し
て、どの代替候補物質も難燃性に劣るため、使用

量が増加するのが特徴的である。以下に仮定した

代替物質の前提条件の例を示す。

IXPS tt HBCDの モデル代替化合物】

切 り替え時期 ;H25年度末までに 100%が HBCD
から代替される。

使用量;同等の難燃性を確保するために必要な製

品中の代替物質量は HBCDの 13倍 とする。
【カーテン用 HBCDのモデル代替化合物】
切 り替え時期 ;H22年度 45%、 H24年度 100%が
HBCDから代替される。
使用量 ;同等の難燃性を確保するために必要な製

品中リン系難燃剤は HBCDの 15倍、臭素系難燃
斉1は 14倍 とする。また、リン系難燃剤と臭素系
難燃剤の害J合は 7:3の比率とした。

(3)化学物質の物理化学的性質に基づくJ卜出係数

の推定

各ライフステージにおける環境排出量は流入量

と排出係数を乗じて算出した。排出係数は NITE

排出係数一覧表に記載されている値を用いた。

NITE排出係数一覧表は 4プロセス (製造、調合、
工業使用、製品使用)について、47用途分類、26

詳細用途と、水溶解度、蒸気圧の値から類型化さ

れた排出係数の一覧表である。そこで、NITE一
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覧表から xPs、 EPSについては用途分類の樹脂、
難燃剤を、カーテン、カーファブリックについて

は繊維、難燃剤を選択した。また水溶解度、蒸気

圧は EPI suiteを 用いて HBCD及び、そのモデル代
替化合物のパラメータを推定した。表 11こ EPI

suiteに よって推定した代替化合物の物性パラメ
ータを、表 2に選択した排出係数の値を示す。

環境排出量の推定

モデル代替化合物のマテリアルフローは HBCD
のライフサイクルを通したフローをもとに、モデ

ル代替化合物の導入シナリオを用途ごとに想定し、

サブスタンスフローを作成した。代替物質の国内

需要量は、HBcDを継続利用した際 (レファレン
ス・シナリオ)の需要量に応じて、各用途の比率
と使用量倍率を乗じて算出した。工業使用過程に

おける移動率は、樹脂用途は HBCDと 同様の移動
率を想定した。繊維用途についてはモデル代替化

合物のうち、リン系難燃斉」は製品への移動率 (吸

表 l EPI suitcに よって推定した代替候補化合物の物性パラメータ

着率)を 70%(HBcDは 58%)と 仮定した。消費
者製品使用過程から廃棄過程までの製品としての

移動率は HBCDと 同じであるとした。
HBCDと そのモデル代替化合物のライフサイク
ルのステージを製造、工業使用、消費者製品使用、

廃棄・リサイクル過程に分類したcラ イフサイク
ルにおける初期流入量 (製造過程への流入量)は
国内需要量とし、一方で輸入量は工業使用ステー

ジから流入するとした。また本研究では諸外国か

らの製品輸入に伴 う流入と、廃棄段階での海外ヘ

の使用済み製品の輸出については対象外としたc

消費者製品使用ステージでは、使用製品の耐用期

間に応じてある一定期間ス トックされるため、廃

棄過程への移動は使用製品の耐用期間に応じたス

トック (残存率)を考慮した。尚、対象期間は 1986

年から2020年 とした。フローは各ステージにおけ
る流入量、移動量及び環境排出量からなる物質収

支に基づく。はじめに HBCDについて、製造過程
への流入量を国内生産量、工業使用過程への流入
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表 2代替候補化合物の排出係数

ステージ       排出先

大気 (集塵)
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水城(排水 )
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水域(援水 )

樹脂製品工場 (EPS)   大気
水域

繊維製品工場     大気
水域

構脂製品使用      大気
水域

繊維製品使用     大気
水域

焼却       大気

水城

代替物質
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量を言]旨、繊維別に配分した 2001年までの統計値

,こ 基づいて国内需要量を算出した。2001年以降の

亘ヽ需要量は指数関数に当てはめて推定した。工

業使用以降のステージヘの流入量は前ステージか

らの移動量に相当する。各ライフステージにおけ

る環境排出量は、流入量と排出係数を乗じて、単

位プロセス毎にインベントリ分析を行いライフサ

イクルにわたる排出量を求めた。

22ラ イフサイクルを通じた曝露量の推定
HBCDと その代替物質 5種について推定した環
境排出量をもとに、ライフステージ毎、曝露媒体

別の曝露量を推定し、それらによる各種の曝露量

を網羅的に評価するための手法の検討をおこなつ

た。曝露経路に関しては、マテリアルフローに基

づく各ステージ (製造、工業使用、製品使用、廃

棄)からの排出経路と曝露シナリオによる検証を
おこなった。また消費者、作業者の曝露量の推定

は情報基盤プラットホームから選定をおこない環

境動態予測モデルを用いた推定をおこなった。横

浜国立大学情報プラットホームに搭載されている

一般環境濃度や曝露量推定のためのリスクアセス

メントツールー覧から、環境排出量、及び化学物

質の物理化学的情報を用いてより曝露経路を網羅

的に曝露量を推定できるツールを選択し、一般環

境経由、及び労働環境下でのヒトヘの曝露量をそ

れぞれ推定した。本研究では MusEM(国立環境研

究所)を用いた推定をおこなつた。化学物質の物理

化学的性質に関する情報は EPI sdtcを 用いてパラ

メータを推定した(表 1)。 また環境中の濃度推定に

必要な地理情報は日本を対象とし、該当する統計

情報を入力した。

3.研究結果
31ライフサイクルを通じた環境排出量
HBCDと その代替化合物の 1986年から2020年

までの国内需要量は、HBCDを継続的に使用した
場合では、増加傾向を示し、国内需要量は 2020

年には約 3,000ト ンと推定された。一方で、HBCD
代替物質が用途ごとに導入される場合 (代替シナ

リオ)では、代替が開始される 2009年からHBCD
需要量は減少に転じ、他方で代替物質の需要量は

増加 した。最終的に 2014年に HBCDの需要量は
0ト ンに、代替物質の 4用途における総需要量は

約 3,900ト ンになると推定された。レファレンス・

シナリオの HBCD需要量 (3,000ト ン;2020年 )

に比べ、代替物質の総需要量が 13倍 と多くなる
のは、製品中に含まれる量が同じ場合、代替物質

は HBCDに対して難燃性が劣るため、同等の性能
を発現するためにより多くの量を製品に必要とす

るからである。

大気、水域における環境排出量は、レファレン

ス・シナリオにおけるHBCDは水域への排出に比
べ、大気への排出量が全期間を通じて多く、その

排出量も対象期間を通じて増加lLI向 を示した。一

方、代替シナ リオでは、代替物質が導入 される

2009年からHBCDの排出量は減少傾向を示した。
特に水域においてその減少は顕著であり、2020年

には最終的に 0.2ト ンに減少すると推定された。

HBCDを継続的に使用した場合と比べると環境中
への総排出量 (大気と水域)は 2020年には代替物

質の導入によつて約 80%減少すると推定された。
一方で代替物質の排出量は使用量の増加にともな

い経年的に増加傾向を示した。特に代替物質の中

では水域に排出されるカーシー ト用代替物質、及

び大気に排出される XPSの代替物質が増加する
ことが想定され、その排出量はレファレンス・シ

ナリオにおける HBCDツト出量とほぼ同程度であ
った。

32ライフサイクルを通じた曝露量
HBCDを継続使用したシナリオの曝露量の推移
は、継続使用した場合、HBCDの曝露量は対象期
間を通じて増加傾向を示した。曝露媒体の中では、

魚介類の寄与が全体の約90%と 最も多く、続いて

消費者製品からの寄与となった。一方HBCDの使

用を禁止したシナリオでは、HBCDの使用が段階
的に削減される2009年 から曝露量は減少傾向を示

した。HBCDを継続使用したシナリオと使用を禁
止したシナリオを比べると2020年 には、使用禁止

シナリオは継続使用シナリオの約17%に減少した〔

使用を禁止することで曝露量の大きな削減効果が

想定される。ただし、本シナリオでは、2014年以

降HBCDの使用が中止されると仮定したが、2014

年以降も一定量の曝露が示唆される。これは、製

品中にHBCDが蓄積されているため、使用を中止

しても製品からの継続的な排出が寄与しているた

めと考えられる。そのため、使用を禁止したシナ

リオでは2020年 には約20%が消費者製品からの寄

与となった。一方、代替物質の曝露量はXPS用 、

EPS用 、及び繊維用全てにおいて対象期間を通じ

て増加傾向を示した。曝露媒体別に見ると全ての
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代言■言で魚介類からの寄与が大きかったものの、
繊絶≡'t彗物質では飲料水の寄与(2%)が 、EPS用

代誓■貢では空気(3%)や 葉菜(15%)の 寄与が確認
さil t

HBCD⊃ 使用禁止とそれに伴い代替物質を導入
した拝合の曝露量は、HBcDの使用を禁止するこ
とでHBCD曝露量は大きく削減される。一方で、
代誓
=貢
の使用は経年的に増加する。ただし、単

純に全物質の曝露量だけを合計して比較した場合、
HBCDを 継続的に使用したシナリオと比較して、
ⅢてDD使用を禁止したシナリオは2020年 には約
10° o曝露量が削減されることが想定された。

4ま とめと今後の課題
HBCDと その代替候補化合物を対象として、フ
ロー分析に基づく排出量、曝露量を推定しライフ
ステージ別の寄与、経時的変遷に関する比較評価
が可能な汎用的な手法を検討した。今後の課題と
して以下が挙げられる。

汎用性が高い手法のため、対象物質とその代替

化合物を比較できる利点がある一方、データの信

頼性に関しては検証 。確認をする必要がある。特
に適用したNITEの排出係数一覧表には、廃棄段階
が評価対象に含まれていない。今後、廃棄段階も

含めた評価が必要である。また、NITE排出係数は、
化学物質の物理化学的性質に基づいた分類化がな

されているが、今回対象とした物質と代替候補物

質の区別化が難 しく、結果として排出量は需要量

に依存している。より詳細に評価できるよう検証
が必要である。
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